












































































































北海道・東北 (19 校) ―北海道 (1)､
札幌市 (1)､ 函館市 (1)､ 青森県 (1)､
青森市 (1) 秋田県 (2)､ 秋田市 (1)､
山形県 (2)､ 岩手県 (3)､ 宮城県 (1)､
福島県 (3)､ 新潟県 (2)
関東・甲信越 (10 校) ―東京都 (3)､
横浜市 (1)､ 埼玉県 (1)､ 山梨県 (1)､
都留市 (1)､ 高崎市 (1)､ 前橋市 (1)､
長野県 (1)
東海・北陸・近畿 (26 校) ―愛知県 (3)､
名古屋市 (1)､ 岐阜県 (1)､ 岐阜市 (1)､
福井県 (1)､ 金沢市 (1)､ 石川県 (2)､
静岡県 (3)､ 三重県 (1)､ 大阪府 (2)､
大阪市 (1)､ 兵庫県 (1) 神戸市 (1)､
京都府 (2)､ 京都市 (1)､ 和歌山県 (1)､
滋賀県 (1)､ 奈良県 (1)､ 和歌山県 (1)
中国・四国 (14 校) ―山口県 (1)､ 下関
市 (1)､ 広島県 (1)､ 広島市 (1)､ 尾道
市 (1)､ 新見市 (2)､ 鳥取県・市 (1)､
島根県 (2)､ 愛媛県 (1)､ 高知県 (3)
九州・沖縄 (10 校) ―福岡県 (3)､ 北九
州市 (1)､ 長崎県 (1)､ 熊本県 (1)､ 大
























の設立時期に絞れば､ 北海道・東北の 19 校
のうち､ 戦後すぐに設立された医科系大学は
別として､ 過半が 1990 年代以降の設立であ
る｡ 関東・甲信越でも同様な傾向がみてとれ
る｡ 東海・北陸・近畿では 1940 年代に設立
された―旧制から新制大学へと移行した大学
も含め―ケースが多いものの､ 1990 年代が
約半数を占める｡ 中国・四国では 2000 年代
以降が目立つ｡ 九州・四国では過半以上が





































さらに､ 原田は ｢その拠点として､ 熊本学
園大学に水俣学研究センターがすでに立ちあ























原田は平成 11 [1999] 年に熊本学園大学
に移り､ 水俣学研究センターは平成 17





ない』 で水俣市が ｢医療福祉都市｣ となるた

















て､ 熊本大学､ 熊本県立大学､ 熊本県立技術
短期大学がある｡ 熊本大学は熊本市にある文
学部､ 教育学部､ 法学部､ 理学部､ 医学部､
薬学部､ 工学部をもち､ 大学院研究科として
教育学研究科､ 社会文化科学研究科､ 自然科


















































































大学をのぞく 4 年制大学は 21 校あり､ 私立
大学が 17 校､ 国公立が 4 校ある｡ 公立大学
については､ 広島県立大学､ 広島市立大学､
福山市立大学､ 尾道市立大学がある｡ ここで
福山市をみておくと､ 人口約 46 万人の福山




福山市は平成 21 [2009] 年に 『福山市産




造が変化し､ ・・・・本市は､ 2007 (平成 19













































では､ 経済学部 (経済学科､ 国際経済学科)､
人間文化学部 (人間文化学科､ 心理学科､ メ
ディア情報文化学科)､ 工学部 (電子・ロボッ
ト工学科､ 建築・建設学科､ 情報工学科､ 機
械システム工学科)､ 生命工学部 (生物工学
科､ 生命栄養科学学科､ 海洋生物学科)､ 薬
学部と大学院をもつ昭和 50 [1975] 年に開
学した福山大学は総合型大学といってよい｡
福山大学は ｢備後に根ざした日本有数の総合








































この経緯については､ 平成 11 [1999] 年
に設立された尾道白樺美術館が平成 17
[2005] 年に尾道市へ寄贈され､ この 2 年度
に同大学が運営を引き継ぎ､ その後､ その企
画・運営に同大学の美術学科が当ることにな




























































































































































































































1 ) ピェール・ブルデユー､ ジャン・クロード・
バスロン (宮島喬訳) 『再生産―教育・社会・
文化―』 藤原書店 (1991 年)､ 同 (戸田清訳)
『遺産相続者たち―学生と文化―』 藤原書店
(1997 年)｡
2 ) この問題の一端については､ 寺岡寛 『地域文
化経済論―ミュージアム化される地域―』 同
文館 (2014 年)､ 同 ｢美術館と地域社会・経
済の連関性を考える｣ 『中京企業研究』 第 35
号 (2013 年 12 月) を参照｡





る｡ たとえば､ 首都圏大学東京は平成 17
[2005] 年に東京都立大学､ 東京都立科学技術
大学､ 東京都立保健科学大学､ 東京都立短期

















た｡ 昭和 7 [1932] 年に同社は水銀触媒を利
用したアセトアルデヒドの製造を始めている｡
当時から水銀処理の問題があったといわれて
いる｡ 戦後は昭和 21 [1946] 年に製造再開を
している｡ 昭和 25 [1950] 年に同社は ｢企業
再建整備法｣ により新日本窒素肥料株式会社―
のちにチッソ株式会社―となる｡
5 ) 原田正純 『豊かさと棄民たち―水俣学事始め―』
岩波書店 (2007 年)､ xii 頁｡
6 ) 同上､ xiii 頁｡
7 ) 同上､ 120 頁｡
8 ) 同上｡
9 ) 原田正純 『水俣病は終わっていない』 岩波書



























年の軌跡』 (2009 年 10 月) 参照｡
10) 福山市 『福山市産業振興ビジョン (改訂)』
(2009 年 3月) の羽田皓福山市長 ｢はじめに｣｡
11) 同上､ 30 頁｡ やや具体的な記述としては､ 人
材育成機関としてポリテクニック福山､ 広島
県立福山高等技術専門校などが紹介されてい
る｡ 同上､ 50 頁､ 62 頁｡
12) 同上､ 39 頁｡
13) 福山市立大学都市経営学部は同大学の 『大学










同大学データによれば､ 在校生 (2013 年 4
月) 786 人のうち､ 中国地方が 67％､ 四国地
方が 10％､ 中部地方が 9％､ 近畿地方が 7％､
九州地域が 6％､ 北海道・東北関東地方が 1％
となっている｡ 府県別では､ 広島県出身が
311 人 (39.6％)､ 岡山県 156 人 (19.8％)､ 愛
媛県 38 人 (4.8％)､ 島根県 31 人 (3.9％)､
香川県 27 人 (3.4％)､ 兵庫県 24 (3.1％)､ 愛
知県 23 人 (2.9％)､ 山口県 22 人 (2.8％)､












みると､ 合格者数 1035人 (推薦入学者 132名､
入学試験入学者 903 名) のうち､ 広島県 593
名 (57.3％､ 同 65 名､ 528 名)､ 岡山県 69 名
(6.6％､ 同 49 名､ 20 名)､ 島根県 60 名 (5.8
％､ 同 57 名､ 3 名)､ 福岡県 42 名 (4.1％､
同 37 名､ 5 名) となっており､ 広島県を中心
に中国地方からの進学者が多くなっている
(同大学 『入試のしおり』 2014 年)｡





連携事項の内容は (1) 地域振興､ 地域課題の
解決に関すること､ (2) 人材の育成に関する
こと､ (3) 教育､ 研究､ 文化､ スポーツの推
進に関すること､ (4) 国際交流の推進に関す









ず､ 多くの問題が山積していた｡ その後､ 美
術館の創設のための土地取得､ 建設､ コレク






17) 山梨県北巨摩郡長坂町 (現北杜市) の清春小
学校が廃校になり､ その校舎と土地 (約 1 万
7 千平米) が売りにだされており､ 吉井氏が





































20) 吉井前掲書､ 186 頁｡
21) 同上､ 187 頁｡
22) たとえば､ 福島原発事故の翌年の 10 月には水
俣学研究センターの ｢水俣学講義｣ で熊本学
園大学の教員による ｢福島原発事故と放射線
汚染と付き合う社会の将来｣､ 12 月には ｢国
策に翻弄される地域―水俣・福島・沖縄―｣､
2013 年 1 月には ｢原発事故後の福島の子ども
たちをとりまく生活環境｣ というテーマが取
り上げられた｡ また､ 研究会についても ｢福
島原発と水俣学｣､ 水俣病事件研究交流集会で





第 5号 (2014 年 3 月)｡
23) 産官学連携のうちこうした産学連携のほかに､
官学連携ということでは､ 旧国立大学や私立
大学と同様に公立大学の場合もその設置主体
である地方自治体の審議会や各種委員会､ あ
るいは商工会議所など経済団体の ｢学識｣ 委
員あるいは委員長としてその教員が名を連ね
ているケースも多い｡ この場合､ 公立大学の
教員が行政側の立場に立つのか､ あるいは､
生活者としての住民の立場に立つのかなど､
そうした委員会に参加すること自体が地域貢
献としてとらえられているが､ 重要なのはそ
地域社会と文化資本を考える 147
の発言内容や何を働きかけようとしたのかと
いう役割なのではあるまいか｡
中京企業研究148
